
北信州森林組合

境界明確化と森林GISによる情報活用

平成28年2月9日

集約化・森林境界明確化に関するセミナー 資料

北信州森林組合の紹介

設立年月日：平成13年12月1日

（近隣市町村の６組合が合併）

組合員数 ： 5,912人＊Ｈ26年度末現在

出資金額 ： 92,612千円＊Ｈ26年度末現在

年間取扱高：694,745千円（受託含）＊H26年度実績



役 員：21名（代表理事組合長常勤）

職 員：総務課10名（総合職1、専門職5、パート3、嘱託1）

業務課16名（総合職10、森林施業技術員2、
集約化（業務）補助員4、

特定自主検査者1、パート2）

技能職員 30名（正規雇用28、季節雇用2）

2

管内森林の概要

・民有林面積：37,356ha

内人工林面積：11,698ha（人工林率31％）

人工林樹種構成：スギ63％、カラマツ32％

その他5％

・1筆あたり平均面積：約０．４ｈａ

＊零細分散型の所有形態
最少0.01ha ＊結構ある

最大10ha ＊全体で数カ所

・森林経営の状況：市町村有、財産区有などの

大規模造林地は少なく、専

業林家の存在もなく、民有

林での森林経営がなされて

いないのが現状



記憶から記録へ
・平成12年から境界明確化の取組みを始める

・当時は方位角等のアナログ情報

アナログ情報は復元性、

情報活用便益性が低い（無い？）

・デジタルデータ（座標）化のため

平成17年に森林ＧＩＳ導入

境界明確化の取組み
境界明確化実績

平成17年度 3団地 386 ha

平成18年度 2団地 42 ha

平成19年度 2団地 60 ha

平成20年度 2団地 78 ha

平成21年度 9団地 314 ha

平成22年度 6団地 297 ha

平成23年度 10団地 536 ha

平成24年度 9団地 500 ha

平成25年度 11団地 630 ha

平成26年度 10団地 758 ha

平成27年度 10団地 577 ha

4,178 ha合計

山ノ内町での成果 約2,500ha
（森林面積約18,000ha
＊内人工林3,500ha、天然林他14,500ha）



境界確認

境界確認を機に森林情報の確認、更新を図る
・林相と所有境界は必ずしも一致しない

・実際の所有境界をベースに森林情報を付加

境界立会いによる確認が原則
・高齢化、世代交代により所有者による確認が困難に・・・

・年々、組合への委任の割合が増加

空中写真、微地形図など

デジタルデータと森林ＧＩＳの活用

・現地踏査に備えた事前情報把握

・調査結果の確認、記録

立体視地形図のさらなる高精度化に期待

微地形図

（赤色立体図）

レーザー林相図



PDA
＊デジタルコンパスや
ＧＮＳＳ受信機で取得
したデータをこれに取
り込む

デジタル方位計

デジタル（レーザー）距離計

反射板
＊デジタル距離計から
発射されたレーザーを
反射して返す。

両方を合わせてデジタ
ル（レーザー）コンパ
スという＊距離計に方
位計が内蔵されたもの
もあるＧＮＳＳ受信機

＊ＧＰＳだけでなくGLONASS、
Galileo、BeiDou、QZSSも受信可能。

衛星測位システム
英語圏と日本ともに，「全地球航法衛星システム」または「汎地球航法衛星システム」"Global Navigation Satellite System(s)" (GNSS) という用語が
用いられる。国土地理院が定める公共測量に係る作業規程の準則においては、従来の「GPS測量」の用語に代えて、2011年4月からは「GNSS測量」
の用語を使用するように改訂された。
誤用ではあるが、一般の航法衛星システム (NSS) を指して「GPS」と呼び、一般の航法衛星を指して「GPS衛星」と呼ぶ例が見られる。
＊ウィキペディアより引用

測 量

基準点を300～500m間隔で設置 路線測量により結線

0 300

三角点があれば基準点として使う

衛星測位は基準点のみ
・高精度の衛星測位は時間がかかる

・情報の後利用を踏まえた成果とするためには短時間の衛星測位は危険

・精度の高い基準点をデジタルコンパスによる路線測量で結線



情報管理

・森林ＧＩＳによる独自管理（マスターデータ）

・森林簿、計画図の修正

（情報を県に提供⇔ 修正データのフィードバック）

＊森林経営計画は修正森林簿を基に実測面積で策定

修正前の計画図に実測図をレイヤ
位置情報はもちろん、所有者、樹種などの情報も全て不一致

修正後の計画図に実測図をレイヤ
位置情報の整合と合わせ、所有者、樹種なども整理

「記憶から記録へ」と言っても、動かすのは人！！
世代継承を踏まえた集約化専任体制を採り、境界明確化から
事業管理までをこなすヨーロッパ型フォレスターのような総
合的な役割を担っています。

境界明確化で得た情報は組織の大切な財産
・担当個人の抱え込み防止
・消失防止
のため、森林ＧＩＳデータはサーバーで管理

エアコン付の専用室に鎮座するホストサーバ

ＰＣへのデータ保存はしない

人材も情報管理の要です！！



情報活用

境界明確化 ≒ 施業集約化

・境界明確化により地域単位で合意形成

・中期計画に基づき森林経営計画を策定

・間伐等の計画実施につながる

ロードマップ（団地別中期計画）

計画

実行

・・・実測境界線
松原 ・・・経営団地名
28 ・・施業予定（年度）

境界明確化の取組みと連携した
森林経営計画のロードマップ
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北信州森林組合 素材生産実績

民有林受託間伐の生産量

5年で4倍

航空レーザー計測データ（LiDAR）の活用

・LiDAR解析による立木情報を森林GISで管理
・境界明確化で得た所有画地ごとに材積抽出が可能に
・地上調査コストの低減につながる

任意選択範囲の抽出も可能

凡例

● ・・・立木データ

・・・所有界

・・・林相界（１）

・・・林相界（２）

空中写真＋実測境界＋LiDAR

所有画地や樹種画地ごとに材積を抽出


